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まとめ／商標

たくみ特許事務所

弁理士 佐伯 裕子



知的財産と特許 まとめ

１．特許とは？

２．発明と発明者

３．特許出願から特許権まで

４．特許権の効力と特許権の活用

５．特許権侵害と裁判

６．国際出願と優先権制度

７．特許出願戦略



知的財産権の種類

権 利 権利の内容 保護する法律 保護期間

知
的
財
産
権

知
的
創
作
物

特許権 発明 特許法 出願から２０年

実用新案権 考案 実用新案法 出願から１０年

意匠権 意匠 意匠法 登録から２０年

著作財産権
著作者人格権

芸術、文学、映画、コン
ピュータ・プログラム等

著作権法
死後５０年
（法人は公表後５０年、映
画は公表後７０年)

回路配置利用権 半導体集積回路の配置 半導体チップ法 登録から１０年

育成者権 植物新品種 種苗法
登録から２５年
（樹木３０年）

営業秘密
製造ノウハウ
顧客リスト

不正競争防止法

営
業
標
識

商標権
商標

サービスマーク
商標法

登録から１０年
（更新あり）

商号権 商号 会社法・商法

商品表示
商品形態

商品表示
地理的表示等

不正競争防止法
形態模倣行為
（販売から３年）

特許庁所管（＝産業財産権）



特許庁HPより

産業財産権とは？



特 許 制 度 の 役 割

特許庁ＨＰより

特許法第１条（目的）
「この法律は、発明の保護及び利用を図ることにより、発明を奨
励し、もつて産業の発達に寄与することを目的とする。」



発見から特許的価値のある発明へ

発
見

発
明

産
業
上
利
用
で
き
る
発
明

特
許
的
価
値
の
あ
る
発
明

A

B
＋

A

B
＋

C
C

有用性
用
途
発
明

？



発明のカテゴリーと発明の種類

発

明

物の発明

方法の
発明

物を生産する方
法の発明

物の生産を伴わ
ない方法の発明

製品（物品、装置、機械）

組成物（接着剤、塗料）

化学物質（化合物、天然物）

微生物、形質転換体

プログラム

食品、化粧品の製造方法

化学物質の合成方法

遺伝子形質転換方法

植物の育種方法

害虫の駆除方法

食品保存方法



職務発明

発明者
（＝特許を受ける権利）

発明者の画期的特許発
明によって企業が莫大な
利益を独占している

→利益の１部を受け取る
のは当然

企業

・研究開発の基盤を提供
・失敗のリスクを負う
・研究者の給与を保証

・販売・契約による莫大
な利益は，企業独自の
宣伝、販売活動の成果

→利益は企業のもの

｢特許を受ける
権利｣の譲渡

相当の対価
（報奨金）

報奨金の
額をめぐる
争い！



公
開
公
報

出 願

審査請求

審 査

みなし取下

拒絶理由通知

拒絶査定

意見書・補正書

審判請求

特許権

特許査定
特
許
公
報

１年６月
（３年以内）

審 判 拒絶審決

特許出願から特許権まで

（拒絶理由有）

（拒絶理由無）

（方式審査）

知財高裁・最高裁



知的財産権関連の裁判

＜知的財産権関連民事事件＞ ＜審決取消訴訟＞

最高裁判所 最高裁判所

上告審 上告審

控訴審

第一審

第一審

知的財産高等裁判所 知的財産高等裁判所

東京・大阪
地方裁判所

全国地方裁判所

第一審所在地
高等裁判所

東京管轄

査定不服
審判

審査
技術型
特許・実用新案
プログラムの著作権

非技術型
意匠・商標・著作権
不正競争による営業利益

特許・実用新案・意匠・商標

無効審判

＜特許侵害事件＞ 特許庁



① 産業上利用できる発明ではない
§２９－１柱書

② 発明の単一性を満たさない
§３７

③ 新規性がない
§２９－１－１，２，３

④ 進歩性がない
§２９－２

⑤ 先願がある
§３９ §２９の２

⑥ 明細書の記載に不備がある
§３６－４－１，６－１，２

主な拒絶理由



新規性と進歩性

本願発明

文献１

文献２

文献１＋２
から容易

補正により減縮

文献1
から
容易

文献1と同一



新規性の喪失の例外（特許法第３０条）

公開していない

論文発表
学会発表
販売・展示
記者会見

意に反した公開

６か月以内

６か月以内

通常出願

§30-2
出願

§30-1出願

30日以内

（後で主張可能）

§30-2申請
出願と同時
（願書に記載）

証明書
の提出



新規性 ×
進歩性 ×

Ｓの
学会発表
2013.4.1

出願期限
2013.10.1

Ｐによる
論文
Ａ’’

Ｓによる
発表
Ａ

Ｓの出願
2013.9.15

Ａ or Ａ′

特許法30条の注意点

6か月

Tの
出願

Ａ’

３０条適用



先の出願の後願に対する権利

先願 後願１

特許請求の範囲 特許請求の範囲

明細書

特許請求の範囲

後願２
（出願人、発明者が先願と相違）

発明A

発明A

発明B

発明A

発明B
§２９の２違反

§３９ー１違反



特許請求
の範囲
特許権明細書開示内容

明細書の開示と特許権



権利取得の観点

権利行使の観点（特許法第70条）

• 従来技術との差異が明確になっているか

• 発明の詳細な説明（実施例）によりサポートされて
いるか

• 明細書は当業者が実施可能に記載されているか

• 権利の及ぶ範囲を規定するもの

• 特許権を行使したい対象に漏れはないか

特許請求の範囲の役割



開示内容

明細書

従来技術

特許権

特許請求の範囲

特許権の成立



Ａ

Ｂ

Ａ

Ａ

Ｃ
特許Ａ：上方のみ穴
を設けた容器

特許Ｂ：取手
を設けた容器

特許Ｃ：蓋付容器

特許権の排他性

容器（Ａ）を作ることはでき

るが、ＢとＣの許諾なしに

取手（Ｂ）と蓋（Ｃ）をつける
ことはできない。

Ａの許諾なしに

容器（Ｂ）を作る
ことができない。

Ａの許諾なしに

容器（Ｃ）を作るこ
とはできない。

ライセンス料の請求
（侵害訴訟)



特許権の使用形態

特許権

実施権
（ライセンス）

専用実施権

通常実施権

非独占的通常実施権

独占的通常実施権

自己実施

特許権の移転

実施許諾

譲渡

登録により
効力発生

特許権者であっても
実施できない



発明のカテゴリーと特許権の及ぶ範囲

発

明

物の発明
（含プログラム）

方法の

発明

物を生産する

方法の発明

物の生産を

伴わない

方法の発明

当該物の生産、使用、譲渡等、

輸出・輸入又は譲渡等の申出

をする行為、

プログラムの電気回線を通じ

た提供をする行為

当該方法の使用、

当該方法により生産した物の

使用、譲渡等、輸出・輸入等

の申出をする行為

当該方法を使用する行為

特許法第2条第3項（発明の実施）



外国特許庁への出願

パリ条約上の優先権主張、
国内優先権主張可能１２か月

Ａ国特許庁

Ｂ国特許庁

Ｃ国特許庁



優先権制度とは

A（ａ） Ａ（ａ）

（ａ’）

優先権主張

×

第１国出願 第２（３・・）国出願

１年

’ａ，ａ’

他人出願 論文

ａ，ａ’

新規性 ○
進歩性 ○
先願性 ○
（ ａ’はクレーム
アップ不可）



国内優先

出願 A’
実施例ａ
＋実施例α

出願
2013.4.1

国内優先期限
2014.4.1

出願公開
2015.10.1

出願

Ｂ
実施例α
＋実施例β

出願

A
実施例ａ

国内優先権制度の活用

１年間 1年半

途中でのＡ（ａ）の論文、学会発表は国内優先時に30条適用申請必要

→国内優先期間内でも30条適用可能な期間内に出願

６か月以内

論文
Ａ（ａ）

公開前に関
連出願を！

30条適用



日
本
出
願

外
国
特
許
庁
へ
の
出
願

Ｐ
Ｃ
Ｔ
出
願

Ａ国語の出願
書類をＡ国特
許庁に提出

Ａ
国
出
願

Ｂ
国
出
願

Ｂ国語の出願
書類をＢ国特
許庁に提出

日本語で出願
書類を１通作
成し日本特許
庁に提出

国
際
調
査
報
告

見
解
書

Ｐ
Ｃ
Ｔ
に
基
づ
く
国
際
出
願

国
際
公
開

優先日 12月 18月

（国
際
予
備
審
査
）

出
願
公
開

出
願
公
開

Ａ
，
Ｂ
国(+

日
本
）へ
の
国
内
移
行

Ａ
，
Ｂ
国
言
語
の
翻
訳
文
提
出

Ａ
国
特
許
庁

Ｂ
国
特
許
庁

日
本
特
許
庁

原則22月以内 原則30月以内

審査

審査

審査

審査

審査

審査

パリルートとPCTルート

優先権主張 公開

日
本
出
願

日
本
出
願

出
願
公
開

国
内
優
先
権

主
張
出
願

登
録

登
録

登
録

登
録

登
録

登
録



我国への出願の種類

日本出願

第1日本出願

第１外国出願

第１外国出願

日本出願
（国内優先）

第１日本出願
ＰＣＴ出願
（日本指定／
優先権主張）

ＰＣＴ出願
（日本指定／
優先権主張）

日本出願
(優先権主張）

０ １年

特許存続期間

２０年 20＋1年１年半

公
開
特
許
公
報

(30月以内）

ＰＣＴ出願
（日本指定）

国内移行

国
際
公
開
パ
ン
フ
レ
ッ
ト

公
表
特
許
公
報

再
公
表
特
許

特
許
掲
載
公
報

（特
許
公
報
）

秘密にできる期間は1年半



１年 １年半 ３年出
願

・国内優先出願？

・PCT出願？

・どの国が必要？

登
録
（特
許
権
）

優先権主張
期限

公開時期 審査請求期限

・他の出願は？

・出願の放棄

（公開されない）

審査請求する価
値があるか？

タイムリミットの設定

出願２PCT出願

× ×

他社の参入してこない期間

常に時間軸
を意識！



商標制度

１．商標とは？

２．特許権と商標権

３．商標出願から商標権へ

４．登録商標を受けられない商標

５．登録商標の効果

６．商標の国際登録



商 標 と は ？

商標とは 自社の商品・サービスを他人のものと区別するためのマーク

商標権

＋
商標

（マーク）

商品
サービス

＜文字商標＞ ＜図形商標＞ ＜記号商標＞ ＜立体商標＞

品質保証機能

出所表示機能

広告機能



商標制度とは

権
利
者

登録商標

商
標

商
品

サ
ー
ビ
ス

産
業
の
発
達

信 用

営業努力

ブランドイメージ

商標制度による保護



特 許 権 と 商 標 権

特許権 商標権

期限付
出願から２０年（＋５年延長)

無期限
登録から１０年、
何度でも更新可能

不実施特許
通常実施権の設定(裁定)

不使用商標 取消し

専用実施権と排他権
技術範囲に属する範囲
＋均等の範囲

専用権と禁止権
商標と商品（サービス）のいず
れもが同一又は類似の範囲

権利期間

権利の
不使用

効力



出 願

実体審査

拒絶理由通知

拒絶査定

意見書・補正書

審判請求

商標権

登録査定

審 判 拒絶審決

商標審査・審判の流れ

（拒絶理由有）

（拒絶理由無）

方式審査

知財高裁
最高裁

維持審決

登録料納付

異議申立
維持決定 取消決定

公
開
公
報

商標公報



① 自他商品識別力がある
（他人の商品・サービスと区別できない ）

普通名称、慣用標章、産地品質、ありふれた名前など

② 商標、商品(サービス)が同一又は類似
（他人の登録商標、周知商標などと紛らわしい）

・出所混同の恐れ

③ 公益性に反する
・公益的な標識（国旗、赤十字など）と紛らわしい

・公序良俗違反

・商品、サービスの質の誤認

④ 先願主義

商標登録を受けられない商標



登録商標の効果

類似

商
標

商
品
又
は
サ
ー
ビ
ス

同一 同一

類似

専用権

非類似

自分が独占的に使用

禁止権

他人の使用を禁止

専用権

禁止権

禁止権

禁止権

禁止権
効力が及
ばない

効力が及
ばない

＋商標権 ＝



登録商標の効果の例

Baffalo
鉛筆 Baffar 消しゴム

禁止権

バッファロ 鉛筆

Baffalo 毛布
Baffalo 自動車

専用権

効
力
が
及
ば
な
い



直
接
出
願

日
本
出
願

Ｂ
国
出
願

Ｃ
国
出
願

Ｂ国の出願書類を
Ｂ国特許庁に提出

Ｃ国の出願書類を
Ｃ国特許庁に提出

マ
ド
プ
ロ
出
願

Ａ
国
特
許
庁

Ｂ
国
特
許
庁

Ｃ
国
特
許
庁

審査

審査

審査

審査

WIPO国際事務局

日
本
特
許
庁

（英
語
）

・国際登録簿に登録

・国際公開

・指定国への通知

・商標権の一元管理

・後から指定国追加可能

登録

登録

登録

登録

登録

登録

出願日

商標の国際登録
（マドリッド協定議定書）

（日本出願から6ヶ月以内
優先権主張可能）

日
本
出
願

登録
日
本
出
願

審査

指定の
通報

セントラルアタッ
クの脅威

手続が簡単・ 費用安
権利の一元管理可能


